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平 成 ２ ９ 年 度 草 加 八 潮 消 防 組 合

一 般 会 計 歳 入 歳 出 決 算 審 査 意 見

Ⅰ 審 査 の 対 象

平成２９年度実質収支に関する調書

平成２９年度財産に関する調書

Ⅱ

Ⅲ

１

審 査 の 期 間

３

平成２９年度草加八潮消防組合一般会計歳入歳出決算

審 査 の 方 法

Ⅳ

平成３０年８月２９日から平成３０年１０月９日まで

審 査 の 結 果

２

　平成２９年度草加八潮消防組合一般会計歳入歳出決算書及び歳入歳出決算事項

別明細書等の決算附属書類が関係法令に準拠して作成されているか、予算が適正

かつ効率的に執行されているか、また、計数も正確であるかについて関係諸帳簿

及び証拠書類との照合等により確認するとともに、例月出納検査の結果等を参考

とするなどにより審査を行いました。

　審査に付された平成２９年度草加八潮消防組合一般会計歳入歳出決算書及び決

算附属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、決算計数も関係諸

帳簿及び証拠書類と符合しており、誤りのないものと認められました。
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決算収支状況は、次のとおりです。

（単位：円）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ―Ｂ） （Ｃ）

（Ｄ）

（Ｃ―Ｄ） （Ｅ）

（Ｆ）

（Ｅ＋Ｆ） （Ｇ）

翌年度へ繰り越すべき財源

38億1,787万円

36億2,507万円

1億9,279万円

0円

378,513,850

315,762,236

3,439,361,953

3,309,315,090

130,046,863

2,934,400

127,112,463

0

127,112,463

0

65,686,014

△ 2,934,400

65,686,014

62,751,614

0

192,798,477

（注）　平成２８年度の実質収支額は、平成２９年度において組合構成市へ全額、返還金処理を行っています。

歳 入 決 算 額

3,625,077,326歳 出 決 算 額

形 式 収 支
（ Ａ － Ｂ ）

繰 上 償 還 額 （Ｆ）

（Ｇ）

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

形 式 収 支

翌年度へ繰り越すべき財源

実 質 収 支

繰 上 償 還 額

実 質 単 年 度 収 支

192,798,477

0

192,798,477

Ⅴ 審査の概要

実 質 単 年 度 収 支
（ Ｅ ＋ Ｆ ）

決算収支

一般会計

予 算 現 額

２９年度

3,815,345,400

3,817,875,803

２８年度

3,467,000,000

（Ｂ）

（Ｃ）

（Ｅ）

区　　　　　　　分

（Ａ）

実 質 収 支
（ Ｃ － Ｄ ）

⑴

１

比較増減

（Ｄ）

1億9,279万円

0円

1億9,279万円

348,345,400

 予算現額は 38億1,534万円で、前年度に比べ 3億4,834万円（10.0％）増加しています。 

  これに対する決算額は、次のとおりです。 

 

     歳  入  38億1,787万円（予算現額に対する割合  100.1％） 

     歳  出  36億2,507万円（予算現額に対する割合  95.0％） 

 

 この歳入決算額から歳出決算額を差し引いた形式収支は 1億9,279万円（前年度に比べ 

6,275万円増加）となり、翌年度へ繰り越すべき財源及び繰上償還額がないことから、実質

収支及び実質単年度収支は形式収支と同額の 1億9,279万円（前年度に比べ 6,568万円増

加）となります。 
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歳 出 決 算 額　36億2,507万円

歳 入 決 算 額　38億1,787万円

分担金及び負担金 90.7% 

34億6,208万円 

組合債 5.2% 

1億9,950万円 

繰越金 3.4% 

1億3,004万円 

その他 0.7% 

2,624万円 

消防費 95.5% 

34億6,200万円 

総務費 4.4% 

1億6,115万円 
その他 0.1% 

191万円 

- 3 -



歳入決算状況は、次のとおりです。

（単位：円・％）

52万円 増加

収　入　率

対予算 対調定

7,760万円

国庫支出金

予算現額と
収入済額との比較

増加159万円

310万円

378,513,850

28

313万円

100.1

99.2

0.9

100.0

100.0

0.030,168,450

増加

増加

増加

2億  289万円

1億3,004万円

29

増減

組合債

⑵ 歳　　　入

　 区分

年度

3,439,361,953

378,513,850

収入済額

3,817,875,803

3,439,361,953

予算現額

348,345,400

3,815,345,400

調定額

分担金及び負担金

繰越金

組合債

3,817,875,803

3,467,000,000

使用料及び手数料

国庫支出金

諸収入

2,530,403

△ 27,638,047

3,395万円 減少

増加

減少

 予算現額 38億1,534万円に対する収入済額（歳入決算額）は 38億1,787万円（収入率 

100.1％）で、予算現額と収入済額との比較では 253万円増加しています。 

 款別にみた主な内訳は、次のとおりです。 

  

 収入済額を款別にみますと、次表の款別歳入決算額のとおり、前年度に比べ 3億7,851万

円(11.0％)増加しています。 

 この主な内訳は、次のとおりです。 
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　(単位：円・％）

7,760万円

繰越金

3,395万円

1億3,004万円

5.2

0.1

100.0  合        計

分担金及び負担金 2億　289万円 増加

990,810

2,700130,046,863

77,600,000

378,513,850

121,900,000

0.0

0.3

4,729,510

44,668,000

繰 越 金

比較増減

202,895,000

２９年度

3,462,084,000 90.7

構成比

5,127,871

0

4

5

組 合 債

財 産 収 入

寄 附 金

款

7

6

4,684,749

199,500,000

3,817,875,803

3.4

0.1

10,712,000

使用料及び手数料

款別歳入決算額

国 庫 支 出 金

諸 収 入

その他
　使用料及び手数料、国庫支出金、財産収入、諸収入

3

2

1

8

増加

組合債 増加

4,759,089

0

２８年度

3,259,189,000

0.2

4,113,654

国庫支出金 減少

5,720,320

3,439,361,953

分担金及び負担金

△ 33,956,000

368,782

0

130,044,163

571,095

  また、調定額 38億1,787万円に対する収入率は 100.0％（前年度 100.0%）で、収入未済

額はありません。 

 財源別にみた歳入の構成状況は、次のとおりです。 

 

     自主財源 36億 766万円  構成比 94.5％（前年度  95.2％）0.7ポイント減 

     依存財源  2億1,021万円  構成比  5.5％（前年度   4.8％）0.7ポイント増 

 

 財源別の収入済額は、前年度に比べ自主財源では 3億3,486万円（10.2％）増加していま

す。 

 この主な内訳は、次のとおりです。 

 一方、依存財源では 4,364万円（26.2％）増加しています。 

 この内訳は、次のとおりです。 

Ｈ29, 35 

0 10 20 30 40 50

Ｈ28 

Ｈ29 

億円 

年度 組合債 繰越金 

その他 
分担金及び負担金 

- 5 -



（単位：円）

２８ 年 度

0

0

0

年 度 末 現 在 高

321,400,000

121,900,000

77,600,000増  　　減

　　　　　    　区　分
年　度

２９ 年 度

121,900,000

199,500,000

発  行  額

199,500,000

元 金 償 還 額

２７年度 ２８年度 ２９年度 

依存財源 0 166,568,000 210,212,000

自主財源 204,000 3,272,793,953 3,607,663,803

0

10

20

30

40

50
億円 自主財源・依存財源の推移 

100.0% 

95.2% 

4.8% 

94.5% 

5.5% 

 また、組合債の年度末現在高は、次のとおりです。 

 組合債の年度末現在高は 3億2,140万円で、前年度に比べ 1億9,950万円（63.7％）増加

しています。 

 これは、消防車両整備事業債等の発行によるものです。 
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《組合構成市からの負担金収入です。》

（単位：円・％）

（単位：円）

（注）　構成市の経費負担について

　

（単位：％）

　第　１　款

3,462,084,000

3,259,189,000

202,895,000

3,462,084,000

3,259,189,000

202,895,000

100.0

100.0

0.0

予算現額と
収入済額との比較

収　入　率

対予算 対調定

72,867,000

負担額

2,426,284,000

1,035,800,000

70.10 70.82

29.90

負　担　割　合

３０年度

73.61

26.39

0

　　　　　 区　分

 構成市

草　加　市

八　潮　市

共通経費

2,285,830,000

962,933,000

単独経費

0.0202,895,000

29.18

70.36

29.64

増減

　　　 区分・年度

 構成市 ２７年度 ２８年度 ２９年度

草　加　市

八　潮　市

28

3,462,084,000

3,259,189,000

029

分担金及び負担金　（決算構成比：９０．７％）

　 区分

年度 予算現額 調定額 収入済額

100.0

100.00

140,454,000

 予算現額 34億6,208万円に対する収入済額は 34億6,208万円（収入率 100.0％）です。 

 また、収入済額は、前年度に比べ 2億289万円（6.2％）増加しています。 

  

  平成２９年度の負担金収入（収入済額）の内訳は、次のとおりです。 

 経費負担は、組合規約により構成市が個別に負担する単独経費と共同で処理するた

めの共通経費の２種類があります。 

  

 共通経費の負担割合は、前年度１月１日現在の住民基本台帳人口の割合により算出

されます。 

 しかし、構成市の負担が広域化前と広域化直後で急激に変わらないよう３年間の経

過措置（平成２７年度広域化準備経費〜平成２９年度）を設けています。 

 経過措置の負担割合は、広域化前の消防費に係る決算額の直近３年平均の割合（単

独経費を除く。）となっており、次のとおりです。 
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《行政財産の使用に係るものや特定の者のために提供する公の役務に係る手数料等です。》

（単位：円・％）

《国から消防組合に対して、負担金・補助金等の名称により交付される支出金です。》

（単位：円・％）

消防手数料（危険物関係許可等手数料）

4,466万円

313万円

使用料及び手数料　（決算構成比：０．２％）

31万円

63万円

127万円

26万円

増減

29

28

141.3

86.3

皆減

10,712,000

44,668,000

△ 33,956,000

10,712,000

44,668,000

△ 33,956,000

3,131,000

△ 7,102,000

10,233,000

消防費国庫補助金（消防ポンプ自動車購
入補助金）

消防費国庫補助金（救助工作車購入補助
金）

予算現額と
収入済額との比較

1,598,3205,720,320 5,720,320

収入済額
収　入　率

対調定

100.0

対予算

消防使用料（職員駐車場使用料）

消防手数料（危険物関係許可等手数料）

対調定

増加

増加

　第　２　款

28

皆増

増加

　第　３　款

　 区分

年度

4,729,510

990,810

　 区分

年度

増減

29

対予算

138.8

94.3 100.0

44.5 0.0

予算現額

4,122,000

5,016,000

△ 894,000

調定額

△ 286,490

1,884,810

国庫支出金　（決算構成比：０．３％）

調定額 収入済額

4,729,510

990,810

予算現額

消防費国庫補助金（消防ポンプ自動車購
入補助金）

1,071万円 皆増

7,581,000

51,770,000

△ 44,189,000

100.0

100.0

0.0

予算現額と
収入済額との比較

55.0

収　入　率

増加

消防使用料（職員駐車場使用料）

 予算現額 412万円に対する収入済額は 572万円（収入率 138.8％）で、予算現額と収入

済額との比較では 159万円増加しています。 

 この主な内訳は、次のとおりです。 

 予算現額 758万円に対する収入済額は 1,071万円（収入率 141.3％）で、予算現額と収

入済額との比較では 313万円増加しています。 

 この内訳は、次のとおりです。 

 また、収入済額は、前年度に比べ 3,395万円（76.0％）減少しています。 

 この内訳は、次のとおりです。 

 また、収入済額は、前年度に比べ 99万円（20.9％）増加しています。 

 この主な内訳は、次のとおりです。 
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《消防組合の財産に係る貸付、出資又は売り払いによって生じる現金収入です。》

（単位：円・％）

《金銭の財産を無償譲渡されたものです。》

（単位：円・％）

財産収入　（決算構成比：０．１％）

調定額

5,127,871 5,127,871

4,759,089

予算現額と
収入済額との比較

381,871

988,089

予算現額

4,746,000

3,771,000

使用料及び賃借料（自動販売機設置場所賃
借料）

使用料及び賃借料（自動販売機設置場所賃
借料）

4,759,089

0.0

　第　５　款 寄　附　金　（決算構成比：０．０％）

増減

　 区分

年度

28

29

　第　４　款

975,000

収入済額

0.0

0.0

－

－

－

100.0

368,782 368,782 △ 18.2

増加36万円

△ 1,000

0

対予算 対調定

収　入　率

100.0

0.0

増加38万円

予算現額と
収入済額との比較

△ 1,000

△ 606,218

0

　 区分

年度 予算現額

1,000

1,000

0

調定額

0

0

0

収入済額

0

0

28

対調定

増減

29

対予算

収　入　率

108.0

126.2

 予算現額 474万円に対する収入済額は 512万円（収入率 108.0％）で、予算現額と収入

済額との比較では 38万円増加しています。 

  この内訳は、次のとおりです。 

 本年度、寄附金はありません。 

 また、収入済額は、前年度に比べ 36万円（7.7％）増加しています。 

 この内訳は、次のとおりです。 
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《前年度から本年度へ資金を持ち越した財源です。》

（単位：円・％）

《他の収入科目に含まれない収入科目です。》

（単位：円・％）

皆増

増減

予算現額

4,164,000

3,750,000

　第　６　款

調定額

4,684,749 4,684,749

4,113,654

　 区分

年度

29

増減

皆増

収　入　率

対予算 対調定

100.0

90.0

28

130,044,163

繰　越　金　（決算構成比：３．４％）

収　入　率

2,70028

皆増

8万円

雑入（車両損壊弁償金） 6万円

雑入（地方公務員災害補償基金負担金
還付金）

3,000

130,044,400

15万円

皆増

皆増

皆増

予算現額

雑入（地方公務員災害補償基金負担金
還付金）

6万円雑入（車両損壊弁償金）

4,113,654

130,047,400

予算現額と
収入済額との比較

△ 537

△ 300

△ 237

雑入（過年度分扶養手当返還金）

　第　７　款

109.7

2.8

100.0

0.0

予算現額と
収入済額との比較

520,749

363,654

157,095

諸　収　入　（決算構成比：０．１％）

　 区分

年度

29

10.0

414,000 571,095 571,095

112.5

調定額

130,046,863

0.0

雑入（過年度分扶養手当返還金） 15万円

8万円

130,044,163

収入済額

130,046,863

2,700

100.0

100.0

対予算

100.0

対調定
収入済額

 収入済額は 1億3,004万円で、前年度に比べ 1億3,004万円（481万6,450.5％）増加して

います。 

 これは、前年度の剰余金であり、本年度に繰り越された事業の財源 293万円と、前年度

の実質収支額 1億2,711万円で構成されています。 

 なお、実質収支額は、本年度、組合構成市へ全額、返還金処理を行っています。 

 予算現額 416万円に対する収入済額は 468万円（収入率 112.5％）で、予算現額と収入

済額との比較では 52万円増加しています。 

 この主な内訳は、次のとおりです。 

 また、収入済額は、前年度に比べ 57万円（13.9％）増加しています。 

 この主な内訳は、次のとおりです。 
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《消防組合が各種事業の実施のための資金調達による債務で、その返済が一会計年度を越えて行われる

ものです。》

（単位：円・％）

　組合債の推移及び内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

2,470万円 皆減消防車両整備事業債（高規格救急自動車整
備事業）

7,670万円

100.0

皆増

△ 3,100,000

収　入　率

対予算

消防車両整備事業債（消防車両整備事業）

84.9

13.6

予算現額と
収入済額との比較 対調定

98.5

増加

△ 21,600,000

18,500,000

100.0

2,200万円

29

予算現額

202,600,000

調定額

199,500,000

収入済額

199,500,000

　第　８　款 組　合　債　（決算構成比：５．２％）

　 区分

年度

0.0増減

28 121,900,000

77,600,000

121,900,000

77,600,000

143,500,000

59,100,000

199,500,000

２９年度

153,700,000

38,300,000

消防団車両整備事業債（八潮市消防団車両
整備事業）

消 防 車 両
整 備 事 業 債

合　　計

　　　　　　　　年　度
　区　分 ２８年度

101,700,000

20,200,000

121,900,000

２７年度

0

消 防 施 設
整 備 事 業 債

消 防 水 利
整 備 事 業 債

消 防 団 車 両
整 備 事 業 債

7,500,000

消 防 団 施 設
整 備 事 業 債

 収入済額は 1億9,950万円で、前年度に比べ 7,760万円（63.7％）増加しています。 

 この主な内訳は、次のとおりです。 

２７年度 ２８年度 ２９年度 

起債額 0 121,900,000 199,500,000

0

1

2

3

4

5
億円 組 合 債 の 推 移 
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歳出決算状況は、次のとおりです。

(単位：円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消防費 1億8,314万円 増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務費 1億3,141万円 増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　  消防費 5,211万円 増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　総務費　 532万円 減少

   区分

年度

⑶ 歳　　　出

46,817,564

0

14,234,400

△ 14,234,400

3,625,077,326

3,309,315,090

315,762,236

3,815,345,400

3,467,000,000

348,345,400

95.0

執行率不用額

95.5

△ 0.5

翌年度繰越額支出済額予算現額

29

28

増減

190,268,074

143,450,510

 なお、詳細については、次表の款別歳出決算額のとおりです。 

  

  

 翌年度繰越額は、前年度に比べ皆減しています。 

  

  

 不用額は、前年度に比べ 4,681万円（32.6%）増加しています。 

 款別にみた主な内訳は、次のとおりです。 

 予算現額 38億1,534万円に対する支出済額（歳出決算額）は 36億2,507万円（執行率 

95.0％）で、不用額は 1億9,026万円です。 

  

 支出済額は、前年度に比べ 3億1,576万円（9.5%）増加しています。 

 款別にみた主な内訳は、次のとおりです。  
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款別歳出決算額 (単位：円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　償還金、利子及び割引料 1億2,715万円 増加

　　　　　　　　　 　　　備品購入費 8,743万円 増加

　　　　　　　　　　　　 　　　公有財産購入費 5,832万円 増加

　　　　　　　　　　　　 　　　共済費 3,077万円 増加

　　　　 　　　工事請負費 4,800万円 減少

　　　　　　　　　　 　　　

  

1

4

2

比較増減

1,157,789

131,417,168

183,140,681

46,598

―

315,762,236

２８年度

715,352

29,738,168

3,278,861,570

0

―

3,309,315,090

款

議 会 費

総 務 費

消 防 費

公 債 費

予 備 費

合　　　計

構成比

0.1

4.4

95.5

0.0

　 ―

100.0

２９年度

1,873,141

161,155,336

3,462,002,251

46,598

―

3,625,077,326

3

5

 また、支出済額を節別にみますと、次表の節別歳出決算額のとおりです。 

 なお、主な増減は、次のとおりです。 

0 10 20 30 40 50

億円 

H29 

H28 

総務費 

議会費 

公債費 

年度 

消防費 

総務費 

議会費 
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節別歳出決算額 （単位：円・％）

000.00貸付金

25,625,439305,926,8669.1

0

積立金

寄附金

0

0

0.0

382,98432,4000.0

00.00投資及び出資金

0

0

0

000.00扶助費

58,320,78901.658,320,789公有財産購入費

87,439,341185,345,5907.5272,784,931備品購入費

△ 6,629,10027,189,5390.620,560,439使用料及び賃借料

145,0870.0

331,552,305負担金、補助及び交付金

△ 935,59420,708,0790.519,772,485役務費

13,996,86783,788,5532.797,785,420委託料

△ 25,000105,0000.080,000交際費

5,527,464110,312,4503.2115,839,914需用費

6,115,818賃金

43,20021,6000.064,800報償費

138,23812,571,4200.412,709,658旅費

２８年度構成比２９年度節 比較増減

109,10926,899,9310.727,009,040報酬1

14,361,9171,167,261,98732.61,181,623,9042 給料

6,966,431909,404,93725.3916,371,368職員手当等

30,777,595398,804,664

0恩給及び退職年金

75,00010,000

00

127,159,061償還金、利子及び割引料

0.0

100.0

0

0.0

0.1 811,300

0

2,180,200

0

公課費

繰出金

1,368,900

0

315,762,2363,309,315,0903,625,077,326

11.9429,582,259共済費

0.085,000災害補償費

0.0

127,156,3612,7003.5

△ 451,5336,567,3510.2

△ 48,000,99652,848,0360.14,847,040工事請負費

72,424

415,384

217,511

28

18

19

20

21

22

13

14

17

8

9

26

27

合　　　計

10

11

12

23

24

25

3

4

5

6

7

15

16

補償、補塡及び賠償金

原材料費

0 10 20 30 40 50

２８年度 

２９年度 

億円 

Ｈ28 

Ｈ29 

年度 

給料 職員手当等 共済費 

負担金、補助及び交付金 備品購入費 

需用費 

償還金、利子及び割引料 

 その他    

  報酬、災害補償費、賃金、報償費、旅費、交際費、役務費、使用料及び賃借料、工事請負費、 

  原材料費、公有財産購入費、補償、補塡及び賠償金、公課費 

委託料 
その他 
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年齢区分別職員構成の推移

２カ年の年齢区分別職員構成の推移は、次のとおりです。

H30

H29

H30

←　エリア内の数値は、直接入力する！

職員の退職等及び任用の状況

２カ年の職員の退職等及び任用の状況は、次のとおりです。 （単位：人）

高校卒 短大卒 大学卒

高校卒 短大卒 大学卒

（注）条例定数331人（平成28年4月1日施行）

任用の状況（平成29年4月1日）

新規採用

新規採用

小計

11

　なお、関連資料として決算審査資料の「資料４ 職員年齢分布」に「年齢別職員数」及
び「年齢区分別職員数の将来推計」を掲載しています。

331

実 員 数

平成29年
4 月 1 日

3316 1 4

再任用 合計
小計

8 1 9

132

実 員 数退職等の状況（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

退職等の状況（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

自己
都合

死亡
分限
退職

懲戒
免職

再任用
満了

合計

2 2 2 1 0 0 2 9

定年 勧奨
平成30年
4 月 1 日

3

合計

2 5 0 0

3

0 0 3 10

定年 勧奨
自己
都合

死亡
分限
退職

懲戒
免職

再任用
満了

合計

任用の状況（平成30年4月1日）

2

再任用

14.5% 

48人  

14.8% 

49人 

16.9% 

56人  

16.3% 

54人 

10.6% 

35人 

14.2% 

47人 

20.0% 

66人  

18.8% 

62人  

18.4% 

61人  

16.9% 

56人  

45～49歳 
5.1% 

17人 

3.9% 

13 人 

50～54歳 
3.0% 

10人 

3.6% 

12人 

11.2% 

37人 

10.9% 

36人  

60歳 
0.3% 

1 人 

0.6% 

2人 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H
30

H
29

年度 18～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 55～59歳 

（各年度4月1日現在） 
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議　会　費　(決算構成比：０．１％)

（単位：円・％）

総　務　費　(決算構成比：４．４％)

（単位：円・％）

28

増減

78.0

29

28

増減 0

161,155,336

29,738,168

131,417,168 20.1

3,041,664

8,364,832

△ 5,323,168

0

038,103,000

126,094,000

98.1164,197,000

29

　第　１　款

執行率不用額翌年度繰越額

《議会費は、組合議会議員の報酬及び組合議会の運営等に要する経費を支出したものです。》

0

0

715,352

1,157,789

1,048,000

1,455,000

　 区分

年度

74.8629,85901,873,1412,503,000

支出済額予算現額

《総務費は、主に消防行政の運営に要する経費を支出したものです。》

　 区分

年度
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

68.3

6.5

332,648

297,211

　第　２　款

 予算現額 250万円に対する支出済額は 187万円（執行率 74.8％）で、不用額は 62万円

です。 

 主な支出済額は、旅費 100万円、報酬 49万円です。 

 支出済額は、前年度に比べ 115万円（161.8％）増加しています。 

 これは主に、調査・研究に要する行政視察の実施に伴う旅費の皆増によるものです。 

 不用額は、前年度に比べ 29万円（89.3％）増加しています。 

 主な不用額は、旅費 35万円、委託料 19万円です。 

  

  

 予算現額 1億6,419万円に対する支出済額は 1億6,115万円（執行率 98.1％）で、不用

額は 304万円です。 

 主な支出済額は、償還金、利子及び割引料 1億2,711万円、負担金、補助及び交付金  

1,286万円、委託料 1,238万円です。 

 支出済額は、前年度に比べ 1億3,141万円（441.9％）増加しています。 

 これは主に、前年度繰越金に係る草加市負担金返還金及び八潮市負担金返還金の増加に

よるものです。 

 不用額は、前年度に比べ 532万円（63.6%）減少しています。 

 主な不用額は、負担金、補助及び交付金 134万円、委託料 66万円、需用費 43万円です。 
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消　防　費　（決算構成比：９５．５％）

（単位：円・％）

公　債　費　（決算構成比：０．０％）

（単位：円・％）

　 区分

年度
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

《消防費は、常備消防と消防団の運営に要する経費を支出したものです。》

640,000

△ 326,598

0

181,283,149

129,173,030

0

14,234,400

3,462,002,251

3,278,861,570

0

0

　 区分

年度
予算現額 支出済額

640,000

△ 280,000

29

28

翌年度繰越額

12.9

0.0

12.9

313,402

183,140,681

3,643,285,400

3,422,269,000

221,016,400

不用額 執行率

増減

29

28

増減

《公債費は、一般会計における地方債の元金償還、利子の支払い等に要する経費を支出したものです。》

△ 0.8

　第　３　款

　第　４　款

46,598

0

46,598

360,000

52,110,119△ 14,234,400

95.0

95.8

 予算現額 36億4,328万円に対する支出済額は 34億6,200万円（執行率 95.0％）で、不

用額は 1億8,128万円です。 

 主な支出済額は、人件費を除き、はしご自動車購入費 1億3,716万円、谷塚ステーショ

ン敷地拡張に係る公有財産購入費 5,832万円、消防ポンプ自動車購入費（常備） 4,482万

円です。 

 支出済額は、前年度に比べ 1億8,314万円（5.6%）増加しています。 

 これは主に、車両更新計画に基づく消防車両の購入が、昨年度の 2台から 4台に増加し

たこと及び谷塚ステーション敷地拡張に係る公有財産購入費の皆増によるものです。 

 翌年度繰越額は、前年度に比べ皆減しています。 

 不用額は、前年度に比べ 5,211万円（40.3%）増加しています。 

 主な不用額は、職員手当等 6,774万円、工事請負費 3,052万円、負担金、補助及び交付

金 3,007万円です。 

 予算現額 36万円に対する支出済額は 4万円（執行率 12.9％）で、不用額は 31万円で 

す。 

 支出済額は、すべて利子償還金で、前年度に比べ皆増しています。 

 また、不用額は、前年度に比べ 32万円（51.0％）減少しています。 

 主な不用額は、利子償還金（共通分） 21万円です。 
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予　備　費　（決算構成比：―）

（単位：円・％）

（注）執行率は、当初予算額に対する充用額で算出しています。

0.0

1.2

29

28

《予備費は、予定外の支出又は予算超過の支出へ対応するため、使途を特定しないで予算に費用として計
上したものです。》

　 区分

年度
執　行　率

予算現額
（充用残額）

充　用　額当初予算額

　本年度、予備費の充用はありません。

　第　５　款

増減 △ 1.2

5,000,000

4,940,000

60,000

0

60,000

△ 60,000

5,000,000

5,000,000

0
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２ 実質収支に関する調書 

  実質収支に関する調書の記載事項は、適正に表示されているものと認められました。 

 

３ 財産に関する調書 

  財産の各項目の現在高は、次のとおりです。 

 

 ⑴ 公有財産 

  ① 土 地                              (単位：㎡) 

区  分 
前年度末 

現在高 

決算年度中増減高 決算年度末 

現在高 増 減 

行 政 財 産 16,863 371 0 17,234 

  土地は、前年度に比べ 371 ㎡増加しています。 

  これは、谷塚ステーションの敷地拡張により増加したものです。 

 

  ② 建 物                              (単位：㎡) 

区  分 
前年度末 

現在高 

決算年度中増減高 決算年度末 

現在高 増 減 

行 政 財 産 10,659 0 0 10,659 

  建物は、本年度中の増減はありません。 

 

 ⑵ 物 品                               (単位：台) 

区  分 
前年度末 

現在高 

決算年度中増減高 決算年度末 

現在高 増 減 

車     両 88 7 7 88 

事 務 機 械 類 

（取得価格 50 万円以上） 

1 0 1 0 

その他の備品類 

（取得価格 50 万円以上） 

182 33 11 204 

  物品のうち車両については、新規購入が 7 台、廃棄が 7 台です。新規購入車両は、貨物

自動車 1 台、消防ポンプ車等 4 台、その他の車両 2 台です。廃棄車両は、乗用車 1 台、

消防ポンプ車等 4 台、その他の車両 2 台です。 

 

４ む す び 

  本年３月、自治体消防制度は、発足から７０年の節目を迎えました。この間、幾多の災

害や事故を経験する中で、現在の消防体制が確立されていますが、近年の大きな地震や事
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故、救急出動の増加を背景に、消防の責務はますます大きくなっています。 

  このような中、草加八潮消防組合では、消防の広域化によるスケールメリットを活かし、

消防力の強化、住民サービスの向上に重点を置いた取組を推進しています。 

 

 ⑴ 決算収支について 

   平成２９年度一般会計の決算総額は、歳入決算額 38億1,787万円、歳出決算額 36億 

  2,507万円で、前年度に比べ、歳入額は 3億7,851万円、歳出額は 3億1,576万円それぞれ

増加しています。 

   また、歳入から歳出を差し引いた形式収支は 1億9,279万円となり、翌年度へ繰り越す

べき財源及び繰上償還額がないことから、実質収支及び実質単年度収支は、形式収支と

同額の 1億9,279万円となります。 

 

 ⑵ 歳入について 

   一般会計の予算現額 38億1,534万円に対する歳入決算額は 38億1,787万円（収入率  

  100.1％）で、前年度に比べ 3億7,851万円（11.0％）増加しています。 

   この要因としては、車両更新計画に基づく常備消防車両及び消防団車両の購入経費の

増大などに伴う構成市負担金の増加並びに前年度剰余金である繰越金の増加によるもの

です。 

   なお、構成市負担金の歳入に占める割合は 90.7％です。 

 

 ⑶ 歳出について 

   一般会計の歳出決算額は 36億2,507万円（執行率 95.0％）で、前年度に比べ 3億 

  1,576万円（9.5％）増加しています。 

   この要因としては、車両更新計画に基づく、はしご自動車、常備消防ポンプ自動車な

どの常備消防車両の更新整備並びに草加市及び八潮市両市の消防団消防ポンプ自動車の

更新整備に加え、谷塚ステーションの敷地拡張に伴う土地購入をはじめとする各事業が

推進されたことによるものです。 

 

 ⑷ 今後の組合運営について 

   平成２８年の消防広域化から２年が経過し、この間、様々な体制強化が行われてきま

した。平成２９年度には、機能向上を図るため２台所有していた３８ｍ級はしご車のう

ち１台を、広域化のメリットの一つである財政支援（緊急防災減災事業債）を活用し、

屈折型はしご車へ更新整備しております。 

   また、平成２９年４月に創設した高度救助隊は、本年４月に埼玉県特別機動援助隊（埼

玉ＳＭＡＲＴ）に登録され、今後は、通常の災害活動に加え、埼玉ＳＭＡＲＴの一員と

して関係機関と連携した迅速な人命救助活動に邁進することが期待されます。 

   総務省消防庁の発表では、平成２９年中の全国の救急出動件数は 634 万 2,096 件（前

年比 2.1％増）と過去最多を記録し、本組合においても 1 万 5,326 件（前年比 0.3％増）
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と過去最多を記録しています。なお、本組合管内で救急搬送された 1 万 2,361 人のうち

６５歳以上の高年者の占める割合は 55.5％となっています。 

   また、住宅火災に目を転じると、本組合管内では、平成３０年１月から３月にかけて

８人の方が亡くなり、そのうちの７人が６５歳以上の高年者でした。 

   このような状況に鑑みると、高齢化社会の進展により消防に対する住民のニーズは増

加の一途を辿ることが予想され、消防体制の維持に重大な影響を及ぼすことも容易に推

測されます。 

   消防には、住民の生命・身体・財産を守るという根源的な責務があり、必要とされる

消防力の維持、確保は不可欠であることから、人員、車両などの限られた消防の資源を

最大限に活用するための取組が求められます。 

   近年では、大きな地震や風水害などが相次いでおり、このような中、本組合において

は、災害時の活動拠点となる施設の整備や、消防装備の充実が必要であり、特に老朽化

した消防庁舎の更新、さらに、職員の高齢化や大量退職に対する備えも急務であります。

組織の新陳代謝が激しくなる中、質の高い行政運営を維持するためには、組織の活性化

を図りつつ、経験豊かな高齢層職員の能力を十分に活用することが不可欠であります。

意欲と能力のある高齢職員が活躍できる場をつくり、若年層に対し知識や経験、技術を

継承できる組織体制を構築する必要があります。 

   今後も、消防を取り巻く厳しい変化を的確に捉え、組合構成市との緊密な協議を行い、

中長期的な視点に立った消防体制の充実強化に努めるよう強く要望します。 





一 般 会 計

決 算 審 査 資 料



一般会計決算審査資料
資料１　一般会計歳入決算額前年度比較表

1
分 担 金 及 び
負 担 金

3,462,084,000 3,259,189,000 106.2 3,462,084,000 3,259,189,000 106.2

2
使 用 料 及 び
手 数 料

4,122,000 5,016,000 82.2 5,720,320 4,729,510 120.9

3 国 庫 支 出 金 7,581,000 51,770,000 14.6 10,712,000 44,668,000 24.0

4 財 産 収 入 4,746,000 3,771,000 125.9 5,127,871 4,759,089 107.7

5 寄 附 金 1,000 1,000 100.0 0 0 ―

6 繰 越 金 130,047,400 3,000 ― 130,046,863 2,700 ―

7 諸 収 入 4,164,000 3,750,000 111.0 4,684,749 4,113,654 113.9

8 組 合 債 202,600,000 143,500,000 141.2 199,500,000 121,900,000 163.7

3,815,345,400 3,467,000,000 110.0 3,817,875,803 3,439,361,953 111.0

(A)/(B)

　            区分・年度

 款　別
２９(A) ２８(B)

予　算　現　額 調  定  額

(C)/(D)

合         計

２９(C) ２８(D)
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（単位：円・％）

3,462,084,000 3,259,189,000 106.2 0 0 0 0 100.0 100.0 90.7 1
分 担 金 及 び
負 担 金

5,720,320 4,729,510 120.9 0 0 0 0 138.8 100.0 0.2 2
使 用 料 及 び
手 数 料

10,712,000 44,668,000 24.0 0 0 0 0 141.3 100.0 0.3 3 国 庫 支 出 金

5,127,871 4,759,089 107.7 0 0 0 0 108.0 100.0 0.1 4 財 産 収 入

0 0 ― 0 0 0 0 0.0 ― 0.0 5 寄 附 金

130,046,863 2,700 ― 0 0 0 0 100.0 100.0 3.4 6 繰 越 金

4,684,749 4,113,654 113.9 0 0 0 0 112.5 100.0 0.1 7 諸 収 入

199,500,000 121,900,000 163.7 0 0 0 0 98.5 100.0 5.2 8 組 合 債

3,817,875,803 3,439,361,953 111.0 0 0 0 0 100.1 100.0 100.0

 区分・年度

　　　　　　　　 款　別
29

決算額
構成比
(収入
済額)

不納欠損額 収入未済額

２９(E) ２８(F) (E)/(F)

合         計

収　入　率

対予算 対調定

２９
(E)/(A)

２９
(E)/(C)

29 28 29 28

収　入　済　額
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資料２　一般会計財源別（自主財源・依存財源）前年度比較表

収入済額　(Ａ) 構成比 収入済額 (Ｂ) 構成比

分担金及び負担金 3,462,084,000 90.7 3,259,189,000 94.8

使用料及び手数料 5,720,320 0.2 4,729,510 0.1

財 産 収 入 5,127,871 0.1 4,759,089 0.1

寄 附 金 0 0.0 0 0.0

繰 越 金 130,046,863 3.4 2,700 0.0

諸 収 入 4,684,749 0.1 4,113,654 0.1

小　　　　　計 3,607,663,803 94.5 3,272,793,953 95.2

国 庫 支 出 金 10,712,000 0.3 44,668,000 1.3

組 合 債 199,500,000 5.2 121,900,000 3.5

小　　　　　計 210,212,000 5.5 166,568,000 4.8

3,817,875,803 100.0 3,439,361,953 100.0

依
存
財
源

合　　　　　計

　　　　　　　　　　　　　　　　区分・年度

 財源別

平成２９年度

自
主
財
源

平成２８年度
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（単位：円・％）

増減率

202,895,000 106.2 分担金及び負担金

990,810 120.9 使用料及び手数料

368,782 107.7 財 産 収 入

0 ― 寄 附 金

130,044,163 ― 繰 越 金

571,095 113.9 諸 収 入

334,869,850 110.2 小　　　　　計

△ 33,956,000 24.0 国 庫 支 出 金

77,600,000 163.7 組 合 債

43,644,000 126.2 小　　　　　計

378,513,850 111.0

依
存
財
源

合　　　　　計

 区分・年度

 　　　　　　　　　　　　　　　　 　財源別

比　　　較

増減額 ( Ａ ― Ｂ )

自
主
財
源
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資料３　一般会計歳出決算額前年度比較表

２９(A) ２８(Ｂ) (A)/(B) ２９(C) ２８(Ｄ) (C)/(D)

1 議　　 会　　 費 2,503,000 1,048,000 238.8 1,873,141 715,352 261.8

2 総　　 務　　 費 164,197,000 38,103,000 430.9 161,155,336 29,738,168 541.9

3 消　　 防　　 費 3,643,285,400 3,422,269,000 106.5 3,462,002,251 3,278,861,570 105.6

4 公　　 債　　 費 360,000 640,000 56.3 46,598 0 皆増

5 予　　 備　　 費 5,000,000 4,940,000 101.2 　　　　　　　    ― 　　　　　　　　  ― 　　  ―

3,815,345,400 3,467,000,000 110.0 3,625,077,326 3,309,315,090 109.5合　　　 計

　 予  算  現  額 支  出  済  額
区分・年度 

款 別 
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（単位：円・％）

２９(E) ２８(Ｆ) (E)/(F) ２９(G) ２８(Ｈ) (G)/(H)
２９

(C)/(A)
２８

(Ｄ)/(Ｂ)
29 28

0 0 　　　― 629,859 332,648 189.3 74.8 68.3 0.1 0.0 1 議　 会　 費

0 0 　　　― 3,041,664 8,364,832 36.4 98.1 78.0 4.4 0.9 2 総　 務　 費

0 14,234,400 皆減 181,283,149 129,173,030 140.3 95.0 95.8 95.5 99.1 3 消　 防　 費

0 0 　　　― 313,402 640,000 49.0 12.9 0.0 0.0 0.0 4 公　 債　 費

　　　　　　― 　　　　　　 ― 　　　― 5,000,000 4,940,000 101.2 　　  ― 　　  ― 　　　― 　　  ― 5 予　 備　 費

0 14,234,400 皆減 190,268,074 143,450,510 132.6 95.0 95.5 100.0 100.0 合　　　 計

翌年度繰越額 不   用   額
決算額
構成比

(支出済額)
執　行　率

区分・年度 

款 別 
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資料４　職員年齢分布
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年齢別職員数 人数 
平成２９年４月１日現在 

３３１人 

以上 
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(注)　職員総数については、平成２９年４月１日現在の草加八潮消防組合職員定数条例第２条第１項の規定に基づく人数（３３１人）を基に
  　 算出しています。
(注)　なお、推計値については、再任用職員は勘案せずに算出しています。
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